
これから放映される映像におきましては、

過去の実績やシミュレーションが表示されますが、

これらは将来の投資成果を示唆・保証するものではありません。

また、為替・税金・手数料等を考慮しておりません。

投資信託による投資はリスクを負うものであり、

投資元本を割り込み、損失を被る可能性があります。

投資に関する最終決定はお客さま自身のご判断でお願いします。

本編最後の「留意事項」の内容を必ずご覧ください。

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社



情報ご提供資料
（データ基準日：2021年2月末)

「投資信託説明書（交付目論見書）」の
ご請求・お申込みは本映像の作成は

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第404号
加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

毎月・毎日
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つみたてシミュレーション

1

※シミュレーションは指数（株式とリートは配当込）を使用しています。指数については【本映像で使用している指数について】をご覧くだ
さい。

※先進国債券、新興国債券、先進国株式、新興国株式、先進国リートは、米ドルベースの指数を使用しており、三菱ＵＦＪ国際投信
が円換算しています。
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ＭＳＣＩ オール・カントリー・ワールド インデックス（世界の株式への投資）

代表的な8つの資産を1/8ずつ組み入れたポートフォリオ

2

毎日500円を15年間つみたて投資

（出所）Ｂｌｏｏｍｂｅｒｇのデータを基に三菱ＵＦＪ国際投信作成
※ 毎日とは、国内の非営業日を除く毎日をいいます。
※ 上記は毎日500円をつみたて投資（最終日を除く）したと仮定して試算しています。表示桁未満は四捨五入して表示しています。
※ 「代表的な8つの資産」とは「国内債券」「先進国債券」「新興国債券」「国内株式」「先進国株式」「新興国株式」「国内リート」「先進国リート」です。

（期間：2006年2月28日～2021年2月26日）

409.23万円

183.55万円

318.56万円
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投資元本

ＭＳＣＩ オール・カントリー・ワールド インデックス（世界の株式への投資）

代表的な8つの資産を1/8ずつ組み入れたポートフォリオ

3

毎月1万円を15年間つみたて投資①

（出所）Ｂｌｏｏｍｂｅｒｇのデータを基に三菱ＵＦＪ国際投信作成
※ 上記は毎月末1万円をつみたて投資（最終月を除く）したと仮定して試算しています。表示桁未満は四捨五入して表示しています。
※ 「代表的な8つの資産」とは「国内債券」「先進国債券」「新興国債券」「国内株式」「先進国株式」「新興国株式」「国内リート」「先進国リート」です。

（期間：2006年2月末～2021年2月末）

401万円

180万円

312万円
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ＭＳＣＩ オール・カントリー・ワールド インデックス（世界の株式への投資）

代表的な8つの資産を1/8ずつ組み入れたポートフォリオ

毎月1万円でつみたて投資をスタートし、

2年目以降の6月と12月は2万円に増額した場合

4

毎月1万円を15年間つみたて投資②

（出所）Ｂｌｏｏｍｂｅｒｇのデータを基に三菱ＵＦＪ国際投信作成
※ 上記は毎月末につみたて投資（最終月を除く）したと仮定して試算しています。表示桁未満は四捨五入して表示しています。
※ 「代表的な8つの資産」とは「国内債券」「先進国債券」「新興国債券」「国内株式」「先進国株式」「新興国株式」「国内リート」「先進国リート」です。

（期間：2006年2月末～2021年2月末）

463万円

208万円

359万円
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世界・日本のＧＤＰ、全世界株式、定期預金のパフォーマンス推移

（出所）Ｂｌｏｏｍｂｅｒｇ、ＩＭＦ Ｗｏｒｌｄ Ｅｃｏｎｏｍｉｃ Ｏｕｔｌｏｏｋ Ｄａｔａｂａｓｅ Ｏｃｔｏｂｅｒ 2020、日本銀行のデータを基に三菱ＵＦＪ国際投信作成
※全世界株式は、ＭＳＣＩ オール・カントリー・ワールド・インデックス（配当込）を使用しています。米ドルベースの指数を使用しており、三菱ＵＦＪ国際投信

が円換算しています。指数については【本映像で使用している指数について】をご覧ください。
※定期預金のパフォーマンスは、1年以上2年未満の日本の定期預金の平均金利（新規受入分、年率）を使用しています。複利計算しています。
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（期間：1998年末～2020年末、名目ＧＤＰは2023年まで（一部ＩＭＦの推計値を含みます））
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2000年
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・全世界株式、定期預金：1998年末＝100として指数化

324

103
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本映像で使用している指数について

6

国内債券：ＮＯＭＵＲＡ-ＢＰI総合

ＮＯＭＵＲＡ-ＢＰＩ総合とは、野村證券株式会社が発表しているわが国の代表的な債券
パフォーマンスインデックスです。

先進国債券：ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本）

ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本）は、ＦＴＳＥ Ｆｉｘｅｄ Ｉｎｃｏｍｅ ＬＬＣにより運営され、
日本を除く世界主要国の国債の総合収益率を各市場の時価総額で加重平均した債券
インデックスです。

新興国債券：ＪＰモルガンＧＢＩ-ＥＭグローバル・ダイバーシファイド

ＪＰモルガンＧＢＩ-ＥＭグローバル・ダイバーシファイドとは、Ｊ.Ｐ.モルガン・セキュリティー
ズ・エルエルシーが算出し公表している現地通貨建ての新興国国債のパフォーマンスを
表す指数で、指数構成国のウエイトに上限を設けた指数です。

国内株式：東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）

東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）とは、東京証券取引所第一部に上場する内国普通株式全銘柄
を対象として算出した指数で、わが国の株式市場全体の値動きを表す代表的な株価指
数です。

先進国株式：ＭＳＣＩ コクサイ インデックス

ＭＳＣＩ コクサイ インデックスとは、ＭＳＣＩ Ｉｎｃ.が開発した株価指数で、日本を除く世界の
先進国で構成されています。

新興国株式：ＭＳＣＩ エマージング・マーケット インデックス

ＭＳＣＩ エマージング・マーケット インデックスとは、ＭＳＣＩ Ｉｎｃ.が開発した株価指数で、世
界の新興国で構成されています。

国内リート：東証ＲＥＩＴ指数

東証ＲＥＩＴ指数とは、東京証券取引所に上場している不動産投資信託証券全銘柄を対
象として算出した指数です。

先進国リート：Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴ指数（除く日本）

Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴ指数（除く日本）とは、Ｓ＆Ｐダウ・ジョーンズ・インデックスＬＬＣが公表
している指数で、日本を除く先進国の不動産投資信託（ＲＥＩＴ）および同様の制度に基
づく銘柄を対象に浮動株修正時価総額に基づいて算出されています。

世界株式：ＭＳＣＩ オール・カントリー・ワールド インデックス

ＭＳＣＩ オール・カントリー・ワールド・インデックスとは、ＭＳＣＩ Ｉｎｃ.が開発した株価指数で、
世界の先進国・新興国の株式で構成されています。

本映像中の指数等の知的所有権、その他一切の権利はその発行者および許諾者に帰
属します。また、発行者および許諾者が指数等の正確性、完全性を保証するものではあ
りません。各指数等に関する免責事項等については、委託会社のホームページ
（https://www.am.mufg.jp/other/disclaimer.html）を合わせてご確認ください。
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留意事項
【投資信託のリスクとお客さまにご負担いただく費用について】
投資信託に係るリスクについて
投資信託は、主に国内外の株式や公社債およびリート等の値動きのある証券を投資対象としているため、当該資産の市場における取引価格の変動や為替の変動等により基準価額が変動します。これ

らの運用により信託財産に生じた損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を被り、投資元本

を割り込むことがあります。

投資信託は預貯金と異なります。また、投資信託は、個別の投資信託毎に投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国等が異なることから、リスクの内容や性質が異なりますので、ご投

資にあたっては投資信託説明書（交付目論見書）、目論見書補完書面等をよくご覧ください。

投資信託に係る費用について
ご投資いただくお客さまには以下の費用をご負担いただきます。

■購入時（ファンドによっては換金時）に直接ご負担いただく費用

購入時（換金時）手数料 … 上限 3.3％（税込）

※一部のファンドについては、購入時（換金時）手数料額（上限 38,500円（税込））を定めているものがあります。

■購入時・換金時に直接ご負担いただく費用

信託財産留保額 … ファンドにより変動するものがあるため､事前に金額もしくはその上限額またはこれらの計算方法を表示することができません｡

■投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用

運用管理費用（信託報酬） … 上限 年率3.41％（税込）

※一部のファンドについては、運用実績に応じて成功報酬をご負担いただく場合があります。

・その他の費用・手数料 …上記以外に保有期間等に応じてご負担いただく費用があります。投資信託説明書（交付目論見書）、目論見書補完書面等でご確認ください。

※その他の費用・手数料については、売買条件等により異なるため、あらかじめ金額または上限額等を記載することはできません。

上記の費用（手数料等）については、保有金額または保有期間等により異なるため、あらかじめ合計金額等を記載することはできません。

《ご注意》

上記のリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用の料率につきましては、三菱ＵＦＪ国際投信が運用するすべての公募投資信託のうち、ご負担いただくそれぞれの
費用における最高の料率を記載しております。投資信託に係るリスクや費用は、それぞれの投資信託により異なりますので、ご投資をされる際には、事前によく投資信託説明書（交付目論見書）、目論
見書補完書面等をご覧ください。

【本資料のご利用にあたっての注意事項等】
 本資料は、積立投資の効果についてご理解いただくために三菱ＵＦＪ国際投信が作成した資料

であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。本資料は投資勧誘を目的とするも
のではありません。

 投資信託は、預金等や保険契約とは異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の
対象ではありません。銀行等の登録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基
金の補償の対象ではありません。

 投資信託は、販売会社がお申込みの取扱いを行い委託会社が運用を行います。

 本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。

 本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を
保証するものではありません。

 投資信託をご購入の場合は、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付目論見
書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

 クローズド期間のある投資信託は、クローズド期間中は換金の請求を受け付けることができませ
んのでご留意ください。
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